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          主         文 

     １ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

     ２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

          事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

 １ 平成２９年１０月２２日施行の衆議院（比例代表選出）議員選挙の東京都選

挙区及び南関東選挙区における各選挙をいずれも無効とする。 

 ２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

第２ 事案の概要等 

 １ 事案の概要 

  ⑴ 衆議院議員総選挙の実施 

    平成２９年１０月２２日，衆議院議員総選挙（以下，同日施行の衆議院議

員総選挙を「本件選挙」という。）が施行された。 

    本件選挙は，平成２９年法律第５８号による改正後の平成２８年法律第４

９号（以下「平成２９年改正後の平成２８年改正法」という。）により改定

された選挙区割り（以下「本件選挙区割り」という。）の下で施行されたも

のである。 

  ⑵ 原告ら 

    原告Ａ，同Ｂ，同Ｃ，同Ｄ及び同Ｅは，いずれも本件選挙における衆議院

比例代表選出議員の選挙（以下「比例代表選挙」という。）の東京都選挙区

の選挙人であり，原告Ｆは，本件選挙における比例代表選挙の南関東選挙区

の選挙人である。 

  ⑶ 本件請求の内容 

    本件は，原告らが，本件選挙区割りに関する公職選挙法の規定は，公正な

代表を選出する契機である選挙権の平等の保障（憲法１５条１項，１４条１

項，４４条ただし書）に反し，憲法が規定する代議制民主主義（前文，１条，
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４３条１項）を害する違憲・無効なものであるから，これに基づき施行され

た本件選挙の前記⑵の各選挙区における選挙も無効であるなどと主張して，

公職選挙法２０４条の規定に基づいて，上記各選挙を無効とすることを求め

ている事案である。 

 ２ 前提事実（いずれも当事者間に争いがないか，当裁判所に顕著な事実であ

る。） 

⑴  原告適格 

    原告Ａ，同Ｂ，同Ｃ，同Ｄ及び同Ｅは，いずれも本件選挙における比例代

表選挙の東京都選挙区の選挙人であり，原告Ｆは，本件選挙における比例代

表選挙の南関東選挙区の選挙人である（当事者間に争いがない事実）。 

  ⑵ 本件選挙の概要 

    本件選挙は，平成２９年１０月２２日，平成２９年改正後の平成２８年改

正法による改正後の衆議院議員区画定審議会設置法及び公職選挙法の規定の

下で施行されたものである。本件選挙施行当時の衆議院議員の定数は４６５

人とされ，そのうち２８９人が小選挙区選出議員，１７６人が比例代表選出

議員とされ（公職選挙法４条１項），小選挙区選挙については，全国に２８

９の選挙区（以下「小選挙区」ということがある。）を設け，各小選挙区に

おいて１人の議員を選出するものとされ（同法１３条１項，別表第１），比

例代表選挙については，全国に１１の選挙区（以下「比例区」ということが

ある。）を設け，各比例区において所定数の議員を選出するものとされてい

る（同法１３条２項，別表第２。以下，これらの規定を併せて「本件区割規

定」という。）。総選挙においては，小選挙区選挙と比例代表選挙とを同時

に行い，投票は小選挙区選挙及び比例代表選挙ごとに１人１票とされている

（同法３１条，３６条）。（当事者間に争いがない事実又は当裁判所に顕著

な事実） 

 ３ 当事者の主張 
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 （原告らの主張） 

   本件選挙における比例代表選挙の東京都選挙区及び南関東選挙区の各選挙は，

以下の違憲・無効事由があるから，無効である。 

  ⑴ 比例区単位の議員数の不平等（違憲・無効事由１） 

    日本全国の人口を比例代表選出議員の定数１７６で除した商である７２万

２１２９人を基準人数とし，この基準人数に，本件選挙区割りにより各比例

区に配分された議員定数を乗じた積と，当該比例区の人口との差は，別表１

の「過（＋）不足（－）議員数」の「過不足人数」欄記載のとおりとなる。

東京都選挙区においては，上記差が１２３万９０７８人となり，基準人数を

超え，議員数が１人を超えて足りない状況にあるから，本件区割規定は，人

口比例配分の原則に照らして許容することができる限度を超え，違憲である。 

  ⑵ 比例区及び当該比例区内の小選挙区の合計議員数の不平等（違憲・無効事

由２） 

    本件選挙区割りにより比例区に配分された議員数と，当該比例区内の小選

挙区選出議員数とを合算した数を，比例区ごとに比較すると，別表２の

「H28年改正法」欄記載のとおりとなり，人口３位の東海選挙区の合計議員

数が５３人であるのに対し，人口４位の九州選挙区の合計議員数が５５人と

なっており，逆転現象が生じている。また，日本全国の人口を衆議院議員の

定数４６５で除した商である２７万３３２２人を基準人数とし，この基準人

数に，各比例区に配分された議員定数（比例代表選出議員数と小選挙区選出

議員数の合計数）を乗じた積と，当該比例区の人口との差は，別表２の「過

（＋）不足（－）議員数」の「過不足人数」欄記載のとおりとなり，１１の

うち８の比例区において，上記差が基準人数を超え，議員数の過不足が生じ

ている。したがって，本件選挙区割りを定める本件区割規定が民主主義憲法

に違反することは明らかである。 

  ⑶ 小選挙区単位の議員数の不平等（違憲・無効事由３） 
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    小選挙区選挙と比例代表選挙は，選出された議員の地位，任期及び権能に

差異がなく，議員が議会で行使する投票権も等価値であること，小選挙区選

挙と比例代表選挙との並立制が採用されたのは，前者で民意の集約を図り，

後者で民意の忠実な反映を図ることにより，両者が相まって，公職選挙法が

目的とする公正かつ効果的な代表を創出せんとする趣旨によるものであるこ

と，重複立候補制の採用により小選挙区選挙と比例代表選挙との関係がより

緊密なものとなっていることから，小選挙区選挙と比例代表選挙は不可分一

体の「総選挙」である。したがって，本件選挙における小選挙区選挙が違

憲・無効である以上，比例代表選挙も違憲・無効である。 

  ⑷ 南関東選挙区の区割りに関する裁量権の逸脱（違憲・無効事由４） 

    南関東選挙区は千葉県，神奈川県及び山梨県により構成されているが，千

葉県は他の２県と飛び地の関係にあり，これら３県を１つの選挙区に構成し

た理由は，政党の利害関係に結びついていると考えるのが相当であるから，

本件選挙区割りは立法裁量権を逸脱したものである。 

 （被告の主張） 

   本件選挙における比例代表選挙の東京都選挙区及び南関東選挙区の各選挙は，

以下のとおり，違憲・無効ではない。 

  ⑴ 比例区単位の議員数の不平等（違憲・無効事由１） 

    本件選挙の比例区間における議員１人当たりの日本国民の人口の最大較差

は，四国選挙区と東京都選挙区との間の１対１．２１３にとどまり，この程

度の較差をもって違憲状態にあると判示した最高裁判所の判決がないことを

踏まえると，上記最大較差が憲法の投票価値の平等の要求に反するに至って

いたとはいえない。 

  ⑵ 比例区及び当該比例区内の小選挙区の合計議員数の不平等（違憲・無効事

由２） 

    小選挙区選挙と比例代表選挙は異なる選挙であり，選挙制度に関する具体
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的な定めが憲法の投票価値の平等の要求に反するか否かを判断する場合にお

いても，両選挙はそれぞれ別個独立にこれを判断すべきである。 

  ⑶ 小選挙区単位の議員数の不平等（違憲・無効事由３） 

    小選挙区選挙と比例代表選挙は，選挙制度としての機能及び選挙の方法が

異なり，両者は異なる選挙であるから，比例代表選挙の無効を求める訴訟に

おいて，小選挙区選挙の憲法適合性を問題とすることはできない。 

    なお，本件選挙において重複立候補制が採用されていることは，両者が異

なる選挙であることを左右するものではない。 

  ⑷ 南関東選挙区の区割りに関する裁量権の逸脱（違憲・無効事由４） 

    比例代表選挙の選挙区は，全国を単位とした場合には候補者数が膨大にな

り，都道府県を単位とした場合には比例代表制の趣旨が生かされないことに

なること，今日では，行政，経済その他の面において都道府県を超えた広域

的な結びつきが見られること等が考慮され，全国を１１に分けた広域のブ

ロックとされたものであるから，「飛び地」の関係にある県が含まれている

からといって，国会の裁量権の限界を超えるものということはできない。千

葉県，神奈川県及び山梨県は，関東甲信越地域として行政，司法上同一の区

別とされることがある上，千葉県と神奈川県は海上において隣接し，東京湾

アクアライン等により直接結びついている。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 比例区単位の議員数の不平等について（違憲・無効事由１） 

   原告らは，日本全国の人口を比例代表選出議員の定数１７６で除した商であ

る７２万２１２９人をもって基準人数とし，この基準人数に，本件選挙区割り

により各比例区に配分された議員定数を乗じた積と，当該比例区の人口とを比

較すると，東京都選挙区の人口は，基準人数を超える超過部分が存在する，す

なわち，同区に配分された議員数が１人を超えて足りないことから，本件区割

規定は，人口比例配分の原則に照らして許容することができる限度を超え，違
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憲であると主張するので，以下，検討する。 

   憲法は，選挙権の内容の平等，換言すれば投票価値の平等を要求しているも

のと解される。他方，投票価値の平等は，選挙制度の仕組みを決定する絶対の

基準ではなく，国会が正当に考慮することのできる他の政策的目的ないし理由

との関連において調和的に実現されるべきものであるところ，国会の両議院の

議員の選挙については，憲法上，議員の定数，選挙区，投票の方法その他選挙

に関する事項は法律で定めるべきものとされ（４３条２項，４７条），選挙制

度の仕組みの決定について国会に広範な裁量が認められている。 

   衆議院議員の選挙につき全国を多数の選挙区に分けて実施する制度が採用さ

れる場合には，選挙制度の仕組みのうち定数配分及び選挙区割りを決定するに

際して，憲法上，議員１人当たりの選挙人数ないし人口ができる限り平等に保

たれることを最も重要かつ基本的な基準とすることが求められているというべ

きであるが，それ以外の要素も合理性を有する限り国会において考慮すること

が許容されているものと解されるのであって，具体的な選挙区を定めるに当

たっては，都道府県を細分化した市町村その他の行政区画などを基本的な単位

として，地域の面積，人口密度，住民構成，交通事情，地理的状況などの諸要

素を考慮しつつ，国政遂行のための民意の的確な反映を実現するとともに，投

票価値の平等を確保するという要請との調和を図ることが求められているとこ

ろである。したがって，このような選挙制度の合憲性は，これらの諸事情を総

合的に考慮した上でなお，国会に与えられた裁量権の行使として合理性を有す

るといえるか否かによって判断されることになり，国会がかかる選挙制度の仕

組みについて具体的に定めたところが，上記のような憲法上の要請に反するた

め，上記の裁量権を考慮してもなおその限界を超えており，これを是認するこ

とができない場合に，初めてこれが憲法に違反することになるものと解すべき

である。 

   上記のとおり，定数配分及び選挙区割りを決定するに際しては，憲法上，議
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員１人当たりの選挙人数ないし人口ができる限り平等に保たれることを最も重

要かつ基本的な基準とすることが求められているが，本件選挙における比例区

間の日本国民の人口較差は別表３のとおりであり，最大較差は，四国選挙区と

東京都選挙区との間の１対１．２１３にとどまっていたことに照らせば，比例

代表選挙に係る本件選挙区割りは，国会に与えられた裁量権の行使として合理

性を有するものと認められるから，憲法が要求する投票価値の平等を損なうと

ころがあるとは認められず，憲法に違反するところがあるとはいえない。 

   したがって，原告らの上記主張は採用することができない。 

 ２ 比例区及び当該比例区内の小選挙区の合計議員数の不平等及び小選挙区単位

の議員数の不平等について（違憲・無効事由２及び３） 

   原告らは，本件選挙区割りにより比例区に配分された議員数と当該比例区内

の小選挙区選出議員数とを合算した議員数を，比例区ごとに比較すると，他の

比例区より人口が少ないのに，議員数の多い比例区が存在するという逆転現象

が生じており，また，１１のうち８の比例区において，議員数の過不足が生じ

ているから，本件選挙区割りを定める本件区割規定が民主主義憲法に違反する

ことは明らかであり，さらに，小選挙区選挙と比例代表選挙は，不可分一体の

「総選挙」であるから，本件選挙における小選挙区選挙が違憲・無効である以

上，比例代表選挙も違憲・無効であると主張する。 

   しかし，選挙区割りを異にする二つの選挙（小選挙区選挙と比例代表選挙）

の議員定数を一方の選挙の選挙区ごとに合計して当該選挙区の人口と議員定数

との比率の平等を問題とすることには，合理性がないことが明らかであり，ま

た，比例代表選挙の無効を求める訴訟において，小選挙区選挙の仕組みの憲法

適合性を問題とすることはできない（最高裁平成１１年（行ツ）第８号同年１

１月１０日大法廷判決・民集５３巻８号１５７７頁，最高裁平成１３年（行

ツ）第２３３号同年１２月１８日第三小法廷判決・民集５５巻７号１７１２頁

参照）。 
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   したがって，原告らの上記主張は，その余の点について判断するまでもなく，

採用することができない。 

 ３ 南関東選挙区の区割りに関する裁量権の逸脱について（違憲・無効事由４） 

   原告らは，千葉県，神奈川県及び山梨県から構成される南関東選挙区は，千

葉県が他の２県と飛び地の関係にあり，３県を１つの選挙区に構成した理由は，

政党の利害関係に結びついていると考えるのが相当であるから，本件選挙区割

りは立法裁量権を逸脱したものであると主張する。 

   しかし，前記第２の２の前提事実⑵のとおり，比例区は，全国を１１に分け

て設けられた選挙区であり，東京都及び北海道を除くと，府県の範囲を超える

広域のブロックとされている（公職選挙法１３条２項，別表第２）が，証拠

（乙１，２）によれば，これは，全国を単位とした場合は，候補者数があまり

に膨大になること，他方，都道府県を単位とした場合には，比例代表の趣旨が

生かされないことに加え，今日では行政，経済において都道府県を超えた広域

的な結びつきが見られ，今後更に国民の生活圏の拡大が予想されることによる

ものであると認められる。そして，千葉県，神奈川県及び山梨県は，関東甲信

越地域として行政，司法上同一の区分に分類されることがあり，地理的に近接

し，交通上の直接のつながりもあり，いずれも東京都に隣接する地域として共

通していることは，当裁判所に顕著な事実である。そうすると，千葉県，神奈

川県及び山梨県を同一ブロックとして南関東選挙区としたことは，国会に与え

られた裁量権の行使として合理性を欠くものとはいえず，南関東選挙区を定め

た本件選挙区割りが立法裁量権の範囲を逸脱したものとは認められない。 

   したがって，原告らの上記主張は採用することができない。 

 ４ 結論 

   よって，本件選挙区割りを定める本件区割規定が憲法に違反するとはいえな

いので，本件選挙における比例代表選挙の東京都選挙区及び南関東選挙区の選

挙が無効であるとは認められず，原告らの請求はいずれも理由がないから，こ
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れらを棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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